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≪表３≫のいずれかの状態像に該当することを医師に確認し、サービス担当者会議等を通じて

適切なケアマネジメントの結果、福祉用具貸与が特に必要であると判断する 
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保険給付可能 

（ケアマネジャーへ確認通知書送付） 

原則、保険給付が出来ない種目で

あるため、保険給付は不可 

市へ確認申請手続き 

を行なう 

市が貸与について適正であるかを確認する 

利用者の介護度は 

要支援１，２、要介護１である 

※自動排泄処理装置（尿のみを自動的に吸引する機能のも

のを除く）については、要介護２、３を含む 

保険給付可能 

（申請不要） 

は
い 

貸与する用具に≪表１≫の対象外種目が 

含まれている 

いいえ 

直近の認定調査結果により 

≪表２≫の状態像が確認できる 

軽度者等への福祉用具貸与 申請判断フロー 

◎当資料で、保険給付が可能であると判断した場合でも、福祉用具を必要とする理由を居宅

サービス計画に具体的に記載するなど、当然、必要な手続きを経た上で貸与を実施すること。 

（保険者による適正化事業により提出を求めることがある。） 

◎あくまで軽度者への貸与は原則保険給付外であることを踏まえ、適切なケアマネジメントの元

に運用を行なうこと。 
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（申請不要） 


